


ビジョン 

 

（1）企業ビジョン（1999年12月制定） 

1999年12月、新たに「企業ビジョン」を制定した。「企業ビジョン」は、「Vision（企業目標）」、「Mission（役割と責

任）」、「Value（マツダが生み出す価値）」の3つの要素で構成され、マツダとマツダの社員が目指すもの、その

役割と責任、それをどのような価値観をもって達成するのかを表わす。 

Vision  ：  新しい価値を創造し、最高のクルマとサービスにより、お客さまに喜びと感動を与え続けます。 

Mission ：  私たちは情熱と誇りとスピードを持ち、積極的にお客さまの声を聞き、期待を上回る創意に富

んだ商品とサービスを提供します。 

Value  ：  私たちは誠実さ、顧客志向、創造力、効率的で迅速な行動を大切にし、意欲的な社員とチーム

ワークを尊重します。環境と安全と社会に対して積極的に取り組みます。そしてマツダにつな

がる人々に大きな喜びを提供します。 

 

(2)マツダブランドシンボル（1997年6月制定） 

「自らをたゆまず改革し続けることによって、力強く、留まる   

ことなく発展していく」というブランドシンボル制定のマツダの 

決意を、未来に向けて羽ばたくMAZDAの〈Ｍ〉の形に象徴して 

いる。 

 

 

 

（3）マツダコーポレートマーク（1975年制定） 

1975年のCI導入を機に、コミュニケーションの核となる企業 

シンボル（マツダシンボル）として制定した。その後、ブランド 

シンボル制定に伴って、可読性を生かした「マツダコーポレート 

マーク」と位置づけを変えている。 

 

 

 

（4）「マツダ」の由来と意味 

 社名「マツダ」は、西アジアでの人類文明発祥とともに誕生した神、アフラ・マズダー(Ahura Mazda) 

に由来する。この叡智・理性・調和の神アフラ・マズダーを、東西文明の源泉的シンボルかつ自動車文明の始

原的シンボルとして捉え、また世界平和を希求し自動車産業の光明となることを願ってつけられた。それはま

た、創業者の松田重次郎の姓にもちなんでいる。 
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I 　概況

（1）会社概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2004年3月31日現在）

大正9年（1920年）1月30日

マツダ株式会社（英訳名：Mazda Motor Corporation）

代表取締役社長兼CEO　井巻久一

〒730-8670　広島県安芸郡府中町新地3番1号

乗用車・トラックの製造、販売等

授権株式数　3,000,000,000株

発行済株式数　1,222,496,655株

株　主　数　　　　　　65,886名

1,200億7,805万円

19,458名（2004年4月1日現在）

本社、マツダR&Dセンター横浜、マツダモーターオブアメリカ(米国)、

マツダモーターヨーロッパ(ドイツ)

国内：　本社工場（本社、宇品）、防府工場（西浦、中関）、三次事業所

海外：　米国、中国、台湾、ベトナム、タイ、マレーシア、フィリピン、

　　　　　インドネシア、インド、イラン、スペイン、ケニア、ジンバブエ、

　　　　　南アフリカ、エクアドル、コロンビア

           （16カ国　19拠点）

国内　10箇所

国内　317社　（2004年3月31日現在）

海外　137社　(2003年12月31日現在)

四輪自動車、レシプロエンジン、ディーゼルエンジン、ロータリーエンジン、

自動車用自動／手動変速機

生産拠点

販売会社

主要製品

物流拠点

研究開発拠点

会社設立

社　　　　名

代　表　者

本　　　　社

主な事業内容

資　本　金

従業員数

株　　　　式

１． 会社概要
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（2）連結財務状況 (単位：億円)

2001年度 2002年度 2003年度

20,949 23,645 29,161

285 506 702

192 407 580

88 241 339

17,348 17,540 17,956

（注）2003年度は、決算期を変更した主要海外子会社の15ヶ月決算の影響を含む。

（3）世界生産 (単位：台数)

2001年 2002年 2003年

905,763 1,036,034 1,199,850

日本 729,279 773,418 801,084

海外 176,484 262,616 398,766

(単位：台数)

2001年度 2002年度 2003年度

955,058 1,055,201 1,196,216

日本 729,971 776,682 811,333

海外 225,087 278,519 384,883

（4）世界販売　 (単位：台数)

2001年 2002年 2003年

936,482 955,140 1,113,219

日本 224,503 262,988 277,689

海外 711,979 692,152 835,530

(単位：台数)

2001年度 2002年度 2003年度

912,288 996,740 1,181,504

日本 268,356 270,086 279,359

海外 643,932 726,654 902,145

暦　年

年　度

暦　年

合計

合計

合計

合計

年　度

当期利益

総資産

適用年度

売上高

営業利益

経常利益
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２． 役 員 

2005 年 6 月 1 日 

＜取 締 役 お よ び 監 査 役＞ 

                       

代 表 取 締 役 会 長  渡辺 一秀 （わたなべ かずひで） 

代 表 取 締 役  井巻 久一 （いまき ひさかず） 

代 表 取 締 役  ジョン・ジー・パーカー （John G. Parker） 

代 表 取 締 役  ギデオン・ウォルサーズ （Gideon Wolthers） 

取  締  役  スティーブン・ティー・オデール （Stephen T. Odell） 

取  締  役  藤原 睦躬 （ふじわら むつみ） 

取  締  役  山内 孝 （やまのうち たかし） 

取  締  役  長谷川 鐐一 （はせがわ りょういち） 

取  締  役  尾崎 清 （おざき きよし） 

監 査 役 ( 常 勤 )  阪田 俊紀 （さかた としき） 

監 査 役 ( 常 勤 )  池田 和三 （いけだ かずみ） 

監 査 役 ( 常 勤 )  黒沢 幸治 （くろさわ こうじ） 

監  査  役  土肥 孝治 （どひ たかはる） 

監  査  役  小松 健一 （こまつ けんいち） 

 

 

＜執 行 役 員＞  

 

※ 社     長 井巻 久一 （いまき ひさかず） 
 兼 CEO(最高 

経営責任者) 

※ 副社長執行役員 ジョン・ジー・パーカー 社長補佐、 
  （John G. Parker） 研究開発・購買・マーケティング・販売・ 

IT ソリューション統括、品質担当 

※ 専務執行役員 ギデオン・ウォルサーズ 企画・商品収益管理担当 
  兼 CFO(最高     （Gideon Wolthers） 

 財務責任者)  

※ 専 務 執 行 役 員  スティーブン・ティー・オデール マーケティング・販売・カスタマーサービス担当 
 （Stephen T. Odell）  

※ 専 務 執 行 役 員  藤原 睦躬（ふじわら むつみ）   購買担当 

※ 専 務 執 行 役 員  山内 孝（やまのうち たかし）    秘書・人事・監査・病院担当 

※ 専 務 執 行 役 員  長谷川 鐐一（はせがわ りょういち）  ITソリューション・e-ビジネス・業務管理・リスクマネ
ジメント担当、CFO(最高財務責任者)補佐 

※ 専 務 執 行 役 員  尾崎 清（おざき きよし） 中国事業担当 

 専 務 執 行 役 員  ジョゼフ・バカーイ（Joseph Bakaj） 研究開発担当 

 常 務 執 行 役 員  古田 正雄（ふるた まさお） 国内マーケティング・国内販売・国内カスタマー 
  サービス担当 

 常 務 執 行 役 員  山木 勝治（やまき まさはる） 生産・物流担当 
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 常 務 執 行 役 員  若山 正純（わかやま まさずみ） 広報渉外担当 

 常 務 執 行 役 員  羽山 信宏（はやま のぶひろ） 開発品質担当  

 常 務 執 行 役 員  金井 誠太（かない せいた） 車両開発・開発管理担当、R&D 技術管理本部長  

 常 務 執 行 役 員  ジェームズ・ジェイ・オサリバン  マツダモーターオブアメリカ, Inc. 

 （James J. O’Sullivan）     (マツダノースアメリカンオペレーションズ) 社長兼 CEO 

 常 務 執 行 役 員  ダニエル・ティー・モリス マツダモーターヨーロッパ G.m.b.H. 社長兼 CEO 
  （Daniel T. Morris）  

 執 行 役 員 丸本 明（まるもと あきら） プログラム開発推進本部長 

 執 行 役 員 江川 恵司（えがわ けいし） 財務・国内販売会社財務担当､財務本部長 

 執 行 役 員 神田 眞樹（かんだ まさき）   人事本部長 

 執 行 役 員 保坂 浩（ほさか ひろし） 国内販売本部長 

 執 行 役 員 稲本 信秀（いなもと のぶひで） シックスシグマ担当、品質本部長 

 執 行 役 員 神谷 宏（かみや ひろし） 本社工場長 

 執 行 役 員 田中 和彦（たなか かずひこ） 業務管理本部長 

 執 行 役 員 岡 徹（おか とおる） 購買本部長 

 執 行 役 員 太刀掛 哲（たちかけ さとし） マツダ(上海)企業管理諮詢有限公司総経理(社長) 

 兼中国事業本部長 

 執 行 役 員 龍田 康登（たつた やすと） 技術本部長 

 執 行 役 員 金澤 啓隆（かなざわ ひろたか） 商品企画・プログラム開発推進・技術研究所担当 

 執 行 役 員 マルコム・ディー・ゴフ 海外販売本部長      
  （Malcolm D. Gough）  

 執 行 役 員 岡田 和之（おかだ かずゆき） 車両開発本部長      

 執 行 役 員 小飼 雅道（こがい まさみち） 防府工場長      

 

 (注) ※印は取締役との兼務を示す。 
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３． 組　織
（2005年4月1日現在）

秘書室 ～
車両開発本部

コーポレートストラテジー本部 車両開発推進部
コーポレートストラテジー部 車両実研部
企画業務部 N V H 性能開発部

操安性能開発部
中国事業本部 衝突性能開発部

中国企画戦略部 C A E 部
中国販売部
中国財務部 車両コンポーネント開発本部
中国技術支援部 車両設計推進部
中国車両生産準備室 車両レイアウト・ＣＡＤ部
中国パワートレイン生産準備室 ボデー開発部

シャシー開発部
MDI ・MPDS企画推進部 装備開発部

電子開発部
e - ビジネス戦略室 車両システム開発部

商品収益管理本部 パワートレイン開発本部
パワートレイン開発推進部

企画本部 パワートレイン先行開発部
経営企画部 第1 エンジン開発部
市場収益管理部 第2 エンジン開発部
コスト管理部 第3 エンジン開発部

ドライブトレイン開発部
コスト革新戦略推進本部 パワートレインシステム開発部

コスト戦略企画部
個別部品コスト推進部 環境安全技術部

Ｒ ＆ Ｄ 技術管理本部 知的財産部
R & D 業務効率化推進部
開発計画管理部 開発調査部
試作部

技術研究所
開発品質革新部

購買本部
商品企画ビジネス戦略本部 購買プログラム統括部

商品ビジネス戦略企画部 クロスカーライン購買戦略部
ジョイントプログラム戦略企画部 購買企画部
P T 企画部 購買業務部
商品企画部 第1 部品購買部
技術企画部 第2 部品購買部
企画設計部 第3 部品購買部

資材購買部
デザイン本部

デザイン戦略スタジオ 技術本部
プロダクションデザインスタジオ 生産企画部
デザインモデリングスタジオ 商品生技部

パワートレイン技術部
プログラム開発推進本部 車体技術部

第1プログラム開発推進室 車両技術部
第2プログラム開発推進室 海外技術部
第3プログラム開発推進室 プラント技術部
第4プログラム開発推進室 ツーリング製作部
インフラストラクチャー部 ツーリングセンター

～
～
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～ ～
生産管理・物流本部 海外販売本部

生産管理・物流企画部 市場統括部
生産管理部 市場支援部
車両物流部 アジア・大洋州部
調達・物流計画部 カリブ・中南米部
CS部品物流部 中近東・アフリカ部

特販部
本社工場

第1 工務技術部 カスタマーサービス本部
第1 エンジン製造部 カスタマーサービス総括部
第2 エンジン製造部 リサイクル推進室
第1 駆動系製造部 カスタマーサービス購買部
第1 車両製造部 部品業務部
第2 車両製造部 グローバルサービスマーケティング部
車両部品製造部 海外市場サービス部

国内部品販売部
防府工場 商品サービスプログラム部

総務部（防府） 技術サービス部
第2 工務技術部
第2 駆動系製造部 広報渉外本部
第4 車両製造部 グローバル広報企画部

国内広報部
品質本部 渉外調査部

品質保証部
品質改善推進部 人事本部
市場品質部 人事部
本社検査部 キャリア開発部
防府検査部 労政部

安全健康推進部
グローバルマーケティング本部

グローバル販売計画部 I T ソリューション本部
グローバルブランドマーケティング部 I T 戦略企画部
グローバル商品マーケティング部 第1 ITソリューション推進部
グローバル用品マーケティング部 第2 ITソリューション推進部

国内マーケティング本部 財務本部
企画総括部 資金部
C S 推進部 経理部
商品ブランドマーケティング部 C A B 開発室
マーケティング計画部
インターネットマーケティング部 監査本部
営業開発部

業務管理本部
国内販売本部 総務部

市場特約店管理部 東京総務部
販売促進部 法務部
中古車部 大阪支社
第1 管轄販売部
第2 管轄販売部 マツダ病院
第3 管轄販売部
第1 直販事業部
第2 直販事業部
オートザム事業部
国内市場サービス部

～
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4. 主要事業所一覧
(1)国内

機能 名　称 所在地 　　電話番号

本社・支社 ① 本社 〒730-8670 広島県安芸郡府中町新地3-1 (082) 282-1111

② 東京本社 〒100-0011 東京都千代田区内幸町1-1-7　大和生命ビル17F (03) 3508-5031

③ 大阪支社 〒531-6008 大阪府大阪市北区大淀中1-1-88-800
梅田スカイビルタワーイースト8F

(06) 6440-5811

研究開発 ① (本社研究開発関連部門) 本社

④ マツダＲ＆Ｄセンター横浜 〒221-0022 神奈川県横浜市神奈川区守屋町2-5 (045) 461-1211

⑤ 三次自動車試験場 〒728-0023 広島県三次市東酒屋町551-1 (0824) 63-1111

⑥ 北海道剣淵試験場 〒098-0308 北海道上川郡剣淵町第8区 (0165) 34-2188

⑦ 北海道中札内試験場 〒089-1356 北海道河西郡中札内村西札内61 (0155) 68-3866

生産・物流 ① (本社工場)　本社地区 〒730-8670 広島県安芸郡府中町新地3-1 (082) 282-1111

　　　　　　　  宇品地区

　　　　　　　　　宇品第1工場

　　　　　　　　　宇品第2工場

⑧ （防府工場） 西浦地区 〒747-0835 山口県防府市大字西浦888-1 (0835) 29-1111

　　　　　　　　　防府第1工場

　　　　　　　　　防府第2工場

　　　　　　　  中関地区 〒747-0833 山口県防府市大字浜方415-8

⑤ 三次事業所 〒728-0023 広島県三次市東酒屋町551-1 (0824) 63-1111

マロックス㈱※ 〒734-0032 広島市南区楠那町3-19 (082) 251-3251

流通センター

その他 マツダコールセンター (0120) 386-919

エトレカレッジ名古屋 〒460-0013 愛知県名古屋市中区上前津2-3-3
東海マツダ中店2F

(052) 323-7577

エトレカレッジ大阪 〒531-6008 大阪府大阪市北区大淀中1-1-88-800
梅田スカイビルタワーイースト8F

(06) 6440-5808

エトレカレッジ広島 〒734-0024 広島市南区仁保新町2-12-2
マツダ教育センター2Ｆ

(082) 282-2072

マツダトレーニングセンター鯛尾 〒731-4325 広島県安芸郡坂町鯛尾2-6-7 (082) 885-1166

マツダトレーニングセンター横浜 〒221-0022 神奈川県横浜市神奈川区守屋町2-5 (045) 461-1423

マツダ病院 〒735-8585 広島県安芸郡府中町青崎南2-15 (082) 565-5000

テクニカルサービスセンター ※テクニカルサービスセンターの一覧は24ページ

※マロックス㈱とマツダ物流㈱は2004年10月1日に合併した。

主要販売網

（登録商用車） ボンゴバン、ボンゴトラック、ボンゴブローニイバン*、タイタン*、タイタンダッシュ*、ファミリアバン*

（軽乗用車） キャロル、AZ-ワゴン、AZ-オフロード、ラピュタ、スピアーノ、スクラムワゴン

（軽商用車） スクラムバン、スクラムトラック

（注）乗用車／商用車の区分は自販連および全軽協統計区分に従った。

※ 2004年3月1日から、マツダ系およびマツダアンフィニ系販売店とマツダオートザム系販売店との間で、軽自動車6車種と登録車3車種について併売開始。

　　ただし（*）印の車はマツダ系およびマツダアンフィニ系販売店の専売車種。

※流通センターの一覧は24ページ

販売系列 取扱車種（2004年6月28日現在）

（登録乗用車） デミオ、ベリーサ、アクセラスポーツ、アクセラ、アテンザスポーツ*、アテンザスポーツワゴン*、RX-8*、
　　　　　　　　　アテンザセダン*、ロードスター*、プレマシー、トリビュート、MPV、ボンゴフレンディマツダ

マツダアンフィニ

マツダオートザム

4. 主要事業所一覧
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（2004 年6月1日現在）
稼動開始

1920年1月設立

1987年6月開設

1965年6月開設

1990年1月開設

2002年1月開設

1931年3月操業

1964年12月操業

1966年11月操業

1972年12月操業

1982年9月操業

1992年2月操業

1981年12月操業

1974年5月操業

1948年5月設立

1984年2月設立

1991年8月設立

1991年5月設立

1991年5月設立

1972年10月設立

2002年11月設立

1961年7月設立

販売会社数
（2004年3月31日現在）

　　拠点数
（2004年3月31日現在）

41 801

20 91

256 278

合計　317社 合計　1,170店

自動車用変速機生産

レシプロ/ディーゼルエンジン生産

サービス技術研修、マツダR＆Dセンター横浜内

従業員とその家族の健康保持・増進および地域住民への医療
サービス

国内販売会社の営業関係者を対象に、経営幹部から新人まで能
力と経験年数に応じた実践教育、目的別の専門教育

サービス技術研修、ビジネス研修、

敷地面積22,000ｍ2、建物面積7,500ｍ2

乗用車

冬季試験場、凍結路面での安全走行システム開発

商品・技術企画・デザインの開発、商品開発および育成、重要新
技術の先行研究

自動車の海上輸送・港湾・陸運・倉庫・梱包など

先行商品の企画開発、先行および量産商品のデザイン開発、重
要新技術の先行研究

クルマの基本性能、快適性、空力／安全性実研

冬季試験場、寒冷地での安全走行実研、技術開発

防府工場土地面積1,329千m2

乗用車

乗用車

主な事業内容・生産品目など

レシプロエンジン・変速機など　本社工場土地面積2,241千m2

レシプロ/ディーゼル/ロータリーエンジン

乗用車、商用車

①

②

③
④

⑤
⑧

⑥

⑦
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（2）海外
北米
国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 　　設立時期

米国 ①

②

②

カナダ ③

※「マツダモーターオブアメリカ,Inc.」は、事業活動上のビジネス名を「マツダノースアメリカンオペレーションズ（MNAO）としている。

マツダ車を生産するフォード工場

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期

米国 ④

⑤

⑥

ミズーリ州
Kansas City, Missouri, U.S.A.

ニュージャージー州
Edison, New Jersey, U.S.A.

ミネソタ州
St. Paul, Minnesota, U.S.A.

フォード　カンザスシティ工
場
Ford Motor Kansas City
Assembly

フォード　ツインシティーズ
工場
Ford Motor Twin Cities
Assembly

フォード　エジソン工場
Ford Motor Edison
Assembly

生産拠点

生産拠点

生産拠点

1968年7月President
マイク・ベンチ
モール
Mike
Benchimol

マツダカナダInc.
Mazda Canada Inc.

販売 オンタリオ州リッチモンドヒル
55 Vogell Road, Richmond Hill,
Ontario, Canada, L4B 3K5

オートアライアンス・イン
ターナショナル，Inc.
AutoAlliance
International, Inc.

ミシガン州フラットロック
1 International Drive, Flat Rock,
MI 48134  U. S. A.

生産拠点 President
フィリップ・G・

スペンダー
Philip G.
Spender

マツダモーターオブアメリ
カ，Inc.
Mazda Motor of America,
Inc. (Mazda North
American Operations)※

President
and CEO
ジェームズ･Ｊ･
オサリバン
James J.
O'Sullivan

1971年2月カリフォルニア州アーバイン
7755 Irvine Center Drive Irvine,
CA 92618-2922, U. S. A.

ミシガン州フラットロック
27100 International Drive, Flat
Rock, MI 48134, U. S. A.

1987年9月
操業開始

販売
研究開発

10



（2003年12月31日現在）
従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

（1997年10月統合）

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

フォード　100%

フォード　100%

フォード　100%

トリビュート

Bシリーズ

（ただし、2004年2月まで）

Bシリーズ

（ただし、2004年8月より）

1,300万カナダドル

マツダ　60%
伊藤忠商事　40%

自動車・部品の卸売販売116名

2,239名
(2004年3月末)

7億6,000万ドル

マツダ　50%
フォード　50%

自動車・部品の卸売販売
北米市場における技術動向などの
調査、研究
北米市場におけるデザインの開発
北米市場における商品適合性評価

マツダ　92.6%
住友商事　4.28%
伊藤忠商事　3.12%

生産品目：アテンザ
生産能力：240,000台/年
　　　　　　　（2直・定時操業内）

マツダ車年間生産台数：83,314台
土地面積：約1,600千㎡

　　　　　　　（約400エーカー）

818名
(2004年3月末)

① ②

③

④ ⑤

⑥
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欧州
国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 　　設立時期

ドイツ ① マツダモーターヨーロッパG.m.b.H. 事業所 1998年3月

Mazda Motor Europe G.m.b.H. 販売

② 研究開発 1987年12月

① 販売 1972年11月

ベルギー ③ マツダモーターロジスティクスヨー
ロッパN.V.

事業所 1998年8月

Mazda Motor Logistics Europe
N.V.(Vehicles and Parts
Distribution Center)

物流、販売

イギリス マツダモータース UK Ltd. 販売 2001年5月
Mazda Motors UK Ltd.

マツダ　オトモビル　フランスS.A.S 販売 2001年2月
Mazda Automobiles France S.A.S

スイス マツダスイスS.A.
Mazda (Suisse) S.A.

販売 2001年11月

オーストリ
ア

マツダオーストリアG.m.b.H.
Mazda Austria G.m.b.H.

販売 1981年7月

スペイン 販売 2000年2月

ポルトガル マツダモトール　デ　ポルトガルLda.
Mazda Motor de Portugal Lda.

販売 1995年2月

イタリア マツダモーターイタリアS.p.A. 販売 1999年12月
Mazda Motor Italia S.p.A.

マツダ車を生産するフォード工場
国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期

④ フォード　バレンシア工場 生産拠点 バレンシア　アルムサフェス 1976年
Ford Motor Valencia Body &
Assembly

46440 Almussafes Valencia,
Spain

(European R&D and Production/
MRE European R&D Centre)

ノルトラインウエストファーレン
州レバークーゼン
Hitdorfer Strasse 73
51371 Leverkusen, Germany
ヘッセン州オーバーウァゼル
Hiroshimastrasse 1
61440 Oberursel/Ts.,
Germany
ノルトラインウエストファーレン
州レバークーゼン
Hitdorfer Strasse 73
51371 Leverkusen, Germany

マツダモータース(ドイツランド)
G.m.b.H.
Mazda Motors (Deutschland)
G.m.b.H.

アントワープ州ウィルブローク
Blaasveldstraat 162
2830 Willebroek,Belgium

ケント州ダートフォード
Riverbridge House, Anchor
Boulevard, Dartford, Kent,
UK.  DA2 6QH

フランス

スペイン

マツダオートモービルズエスパー
ニャS.A.
Mazda Automoviles Espana, S. A.

パリ
Z.I. Moimont 2
1, rue Eugène Pottier
Marly-La-Ville 95 476 Fosses
Cedex, France
プチランシー
12, av. des Morgines
CH-1213 Petit-Lancy,
Swtizerland
クラーゲンフルト
Ernst Diez Strasse 3, 9020
Klagenfurt, Austria

President　and CEO
ダニエル・T・モリス
Daniel T. Morris

Vice President
藤原　清

President & CEO
マイケル・Ａ・バーグマ
ン
Michael A. Bergman
President
ダニエル・T・モリス
Daniel T. Morris

Managing Director
フィル・ワーリング
Phil Waring

Managing Director
ジャン・リュック・ジェ
ラール
Jean-Luc Gerard

Managing Director
ジェローム・デ・ハーン
Jerome de Haan

Managing Director
ジョゼフ・Ａ・シュミッド
Josef A. Schmid

General Manager
ホセ・マリア・テロール
Jose María Terol

General Manager
ヌーノ・Ｐ・ゲレイロ
Nuno P. Guerreiro

President
カルロ・シモンジーニ
Carlo Simongini

リスボン
NOVA MORADA Rua Rosa
Araujo, n. 2-1. 1250-195
Lisboa, Portugal
ローマ
54,Via Argoli, 00143 Roma,
Italy

マドリッド
c/Sor Angela de la Cruz,
No.6-12,
28020 Madrid, Spain
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（2005年1月1日現在）
従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

248名

84名

196名 自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

404名 マツダ　100%

79名 自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

52名 自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

91名 自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

39名 自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

21名 自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

46名 自動車・部品の卸売販売 マツダ　100%

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

7,256名 デミオ フォード　100%
土地面積：2,734,620㎡
マツダ車年間生産台数：40,927台

自動車の販売/物流・部用品の販売/物
流

45名

マツダモーターロジス
ティクスヨーロッパ
N.V.　100%

技術動向などの調査、研究
デザインの開発
商品適合性評価

技術動向などの調査・研究とモデルの
制作、商品評価、トレンドと技術動向研
究、認可取得
土地面積：76千㎡

①
②③

④
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東アジア

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期
マツダ車年間
生産台数

中国 ① マツダ北京事務所 事務所 北京市

Mazda Representative
Office (Beijing)

317 West Wing, China
World Trade Center, 1
Jianguomenwai Street,
Chaoyang District, 100004,
China

② 一汽海馬汽車有限公司※ 海南省海口市 2001年5月 55,320台
FAW Haima Automobile
Co., Ltd

Jinpan Industrial
Development Area,　Haikou,
China

③ 一汽轎車股份有限公司 吉林省長春市 2003年3月 29,980台
FAW Car Co. Ltd. Dongfeng Street

Changchun, China
(マツダ車生
産開始)

台湾 ④ 生産拠点 1987年3月 15,434台

④ フォードディストリビュー
ション　台湾

販売 －

Ford Distribution Taiwan
Ltd.

※　2004年7月に「一汽海南汽車有限公司」は「一汽海馬汽車有限公司」と社名変更した。

マツダ部品を使って他ブランド車をKD生産している工場

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期
マツダ車年間
生産台数

韓国 ⑤ 起亜自動車 生産拠点 －
KIA Motor Corporation

1985年3月
23日

General
Manager
Jing Zhu

General
Manager
Zhang Lei

Chief
Representative
池田　康孝

生産拠点/
販売

生産拠点/
販売

福特六和汽車股份公司
Ford Lio Ho Motor Co.,
Ltd.

チュンリー
705 Chung Hwa Rd, Sec.1
Chung Li, Taiwan R.O.C

CEO
Jeffery Shen

チュンリー
705 Chung Hwa Rd, Sec.1
Chung Li, Taiwan R.O.C

CEO
K.C. Hu

1998年10月

14



（2005年1月1日現在）

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

4名 － －

2,000名 自動車・部品の卸売販売 現地　100%
ファミリア、プレマシー
生産能力　80,000台/年

7,365名 アテンザ 現地　100%
生産能力　70,000台/年

2,200名 フォード　70%
現地　30%

17名 自動車の販売 フォード　100%

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

フォードブランド車生産

アクセラ、ファミリア、プレマシー、トリ
ビュート、フォードブランド車
生産能力：約130,000台/年

①
③

④

⑤

②
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東南アジア

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期
マツダ車年間
生産台数

タイ ① オートアライアンス（タイラ
ンド）Co.,Ltd.

生産拠点 ラヨーン県イースタン・シー
ボード工業団地

30,652台

AutoAlliance (Thailand）
Company Limited

Eastern Seaboard Industrial
Estate 49 Moo.4 Tambol
Pluakdang, Rayong 21140,
Thailand

② マツダセールス（タイラン
ド）Co.,Ltd

販売 1990年6月 －

Mazda Sales (Thailand)
Co., Ltd.

インド ③ スワラジマツダLtd. 生産拠点 チャンディガール 1985年5月 9,635台
Swaraj Mazda Ltd. (Head Office) S. C. O. No.

204-205, Sector 34-A
Chandigarh-160 022
(Works) Village Asron, Post
Bag No. 38 Ropar
(Punjab)140 001

インドネシ
ア

④ P.T. ナショナル　アッセン
ブラー

生産拠点 1971年10
月

542台

P.T. National Assembler

④ P.T.ユニコー　プリマ
モーター

販売 2003年2月 －

P.T. Unicor Prima Motor

ベトナム ⑤ ベトナムモータースコーポ
レーション

生産拠点/
販売

Chairman and
President

1992年7月 2,022台

Vietnam Motors
Corporation

Jose Ch.
Alvarez

マレーシ
ア

⑥ アソシエーテッドモーター
スインダストリー

生産拠点 1968年9月 620台

Associated Motors
Industries

⑥ サイクルアンドキャリエッ
ジビンタン

販売

Cycle & Carriage
Bintang

フィリピン ⑦ フォードモーターコーポ
レーションフィリピン

生産拠点 CEO
Henry T. Co

2004年2月

Ford Motors Philippines
Co.

⑦ 販売 CEO
Henry T. Co

2004年2月フォードグループフィリピ
ン
Ford Group Philippines

Managing
Director
Steven G.
Foster

President
中峯　勇二

Managing
Director
利根　史夫

President
Director
Josef Utamin

CEO
Frans C.
Harsono

サンタ・ロサ
FGP Bldg., #1 American
Road, Greenfield
Automotive Park-SEZ,
Santa Rosa, Laguna, 4026,
Philippines

サンタ・ロサ
FGP Bldg., #1 American
Road, Greenfield
Automotive Park-SEZ,
Santa Rosa, Laguna, 4026,
Philippines

ペタリング・ジャヤ
Lot 9, Jalan 219, Federal
Highway, 41600 Petaling
Jaya, Selangor Darul
Ehsan, Malaysia

シャー・アラム
1 Jalan Sesiku 15/2, 40000
Shah Alam, Selangor Darul
Ehsan, Malaysia

1995年11
月28日
(設立)
1998年5月
29日
(操業開始)

ジャカルタ
9th Floor JI. Letjen Haryono
M.T. Kav. 8, Jakarta 13330,
Indonesia

ハノイ
Km 9th, Nguyen Trai Road,
Thanh Xuan District Hanoi,
Vietnam

バンコク
18th Floor,193/74-76 Lake
Rajada Office Complex,
Ratchadapisek Rd,
Klongtoey, Bangkok 10110,
Thailand

ジャカルタ
Jl. Raya Bekasi KM 18,
Pulogadung　Jakarta-Utara,
Indonesia
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（2003年12月31日現在）

従業員数
備考

(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

2,547名 Bシリーズ、フォードレンジャー／クーリ
エ、フォードエベレスト
生産能力：135,000台/年
　　　　　　（2直・定時操業内）
土地面積：約846千㎡

33名 － マツダ 96.1%
ＫＫＳ　3.9%

629名 タイタン

(2003年
2月)

294名

84名 － インドモービル　100%

667名 ファミリア、アテンザ、
プレマシー

838名 マツダBシリーズ、
フォードレンジャー

フォード　49%
現地　51%

846名

ファミリア、アクセラ、トリビュート フォード　100%

フォード　100%

50億タイ・バーツ
マツダ　45%
フォード　50%
マツダセールス（タイラ
ンド）　5%

マツダ　15.6%
住商　10.4%
他　74.0%

マツダボンゴシリーズ他
生産能力　15,000台/年

フィリピン企業　55%
ベトナム政府傘下企業
30%
ニチメン　15%

インドモービル　79%
NMC　20%
他　1%

①
②
⑤

③

④

⑥

⑦
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中南米

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期
マツダ車年間
生産台数

コロンビア ① 生産拠点/
販売

1983年4月 13,428台

エクアドル ② 生産拠点/
販売

キト
Av.Manuel Cordova Galarza
Km.12 1/2, Quito, Ecuador

1986年11月 3,405台

大洋州

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期
マツダ車年間
生産台数

オーストラ
リア

③ 販売 Managing
Director ※

1967年4月 －

ダグ・ディクソン
Doug Dickson

ニュージー
ランド

④ 販売 1972年6月 －

※ただし、2004年6月22日より

中近東

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期
マツダ車年間
生産台数

UAE ⑤ 事務所 1982年3月
設置

－

イラン ⑥ 事務所 1999年4月 －

バーマンモーターセンター 生産拠点 テヘラン 1959年 9,997台
Bahman　Motor Center 16 KM, Karadj Old Road,

Tehran, Iran

アフリカ

国/地域名 名　称 機能 所在地 代表 設立時期
マツダ車年間
生産台数

ケニア ⑦ ケニア　ビークル　マニファク
チュラーズLtd.

生産拠点 1977年9月 40台

Kenya Vehicle
Manufacturers Ltd.

ジンバブエ ⑧ ウィローベールマツダモー
ターインダストリーズ

生産拠点 1980年7月 2,320台

Willowvale Mazda Motor
Industries (PVT) Ltd.

南アフリカ ⑨ 生産拠点 1963年6月 16,492台

マヌファクトゥラス アルマドゥリ

アス イ レプエストス エクアト

リアノス S.A. （マレサ）

Manufacturas, Armadurias y
Repuestos Equatorianos S.
A. (M.A.R.E.S.A.)

Chief Executive
Officer
フランシスコ・Ｊ・レ
ストレポ
Francisco J.
Restrepo

ティカ
Garissa Road, Thika(Box
No.1436, Thika), Kenya

Managing
Director
Ｄ・パーシバル
D.Percival

コンパニア　コロンビアナ
アウトモトリスS.A.
Compania Colombiana
Automotriz S. A.

ボゴタ
Calle 13 No. 38-54 (Apdo
Aereo 80342)  Bogota,
Colombia

テヘラン
No. 39, Saba blvd., Africa
St., Tehran, Iran

Managing
Director
サレミ　Saremi

アスラーバーマン Co.
Asr-e-Bahman Co.

オークランド州マヌカウ
70 Plunket Avenue, Wiri,
Manukau City, Auckland
1730, New Zealand

Executive
President
ホセ・フェルナン
ド・イササ
Jose Fernando
Isaza

Managing
Director
ピーター･Ｊ･エイケ
ン
Peter J. Aitken

マツダモータースオブ
ニュージーランドLtd.
Mazda Motors of New
Zealand Ltd.

ビクトリア州サウスバンク
385 Ferntree Gully Road,
Notting Hill, Victoria
3149,Australia

フォードモーターカンパニーオ
ブサザンアフリカPty, Ltd.
Ford Motor Company of
Southern Africa. (Pty)Ltd.

マツダオーストラリアPty, Ltd.
Mazda Australia Pty, Ltd.

Customer
Service General
Manager
松田 英久

Managing
Director
サファビ　Safavi

マツダ中近東事務所
Mazda Representative
Office (Middle East)

ドバイ
P.O.Box 31827, Dubai, UAE

Group Managing
Director, C.E.O.
デボラ・S・コール
マン
Deborah S.
Coleman

プレトリア
Simon Vermooten Road,
Silverton, Pretoria, Gauteng
(P.O.Box 411, Pretoria
0001), South Africa

Chairman
M.N.ンデュゾ

M.N.Nduzo

ハラレ
Dagenham Road,
Willowvale, Harare
(P.O.Box ST 520
Southerton, Harare),
Zimbabwe
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（2003年12月31日現在）

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

713名 マツダ　95％
MIC　5％

230名 ファミリア、Bシリーズ

生産能力：8,500台/年
現地　100％

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

126名 マツダ　100％

22名 マツダ　56％
住友商事　44％

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

3名 －

25名 現地　100％

1,040名 ファミリア、旧Ｂシリーズ

生産能力　15,000台/年

従業員数 備考(主な事業内容・生産品目など) 資本構成

300名 政  府　35％
現地会社　65％

233名 ファミリア、カペラ、Ｂシリーズ、タイタンシ
リーズ

生産能力：2,400台/年
土地面積：38,486㎡

3,769名 ファミリア、Ｂシリーズ
生産能力：約11,000台/年

フォード　100％

現地　100％

MOTEC　58％
マツダ　25％
Workers Trust　9％
伊藤忠商事　8％

タイタンシリーズ
土地面積：1,725㎡

ファミリア、カペラ、
アテンザ、Bシリーズ、デミオ

生産能力：22,800台/年

①

②

③ ④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
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5．購　　買



６． 国内生産拠点
（1）国内生産拠点の概要

名　称 地区 操業開始

土地面積
（2004年

3月31日現在）

本社第1(F)工場 完成車の生産を2004年4月21日に終了

レシプロエンジン、自動車用手動変速機

デミオ、ベリーサ、ロードスター、

RX-8、ＭＰＶ、ボンゴバン、

ボンゴブローニイバン、

ボンゴフレンディ、エコノバン（輸出のみ）

デミオ 1,690千㎡
（2001年9月に閉鎖したが、2004年5月

　26日に操業を開始）

レシプロエンジン

ディーゼルエンジン

ロータリーエンジン

三次事業所 レシプロエンジン、ディーゼルエンジン 1974年5月 1,667千㎡

防府第1(H1)工場 アクセラ、アクセラスポーツ 1982年9月

プレマシー、トリビュート／エスケープ、

アテンザセダン、アテンザスポーツ、

アテンザスポーツワゴン

中関 自動車用自動／手動変速機 1981年12月 537千㎡

（2004年7月1日現在）
タイタン※1、タイタンダッシュ※2、ボンゴトラック※2、

ボンゴブローニイトラック（輸出のみ）※2

※1　2003年5月30日から2004年6月までプレス工業へ生産を委託した。
　　　また、2004年6月発表の「新型タイタン」の生産は、いすゞ㈱に委託している。
※2　2003年9月からプレス工業へ生産を委託している。

（注） 本社地区には、本社周辺の所在地（渕崎地区）を含む。
        三次事業所・防府工場には社宅用地を含まない。
        三次事業所は自動車試験場およびエンジン工場用地の合計。
        エコノバン、エスケープは、フォードブランド車。

尾道工場

宇品第2(U2)工場

防府第2(H2)工場

1960年5月

1966年11月

1972年12月

1964年12月

1992年2月

生産品目（2004年7月1日現在）

プレス工業株式会社

551千㎡

792千㎡

本社工場

防府工場
西浦

宇品

本社

宇品第1(U1)工場

６． 国内生産拠点
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（1）研究開発拠点 

世界の市場動向、先端的な技術動向を迅速かつ的確に把握し、それぞれの市場特性にマッチした個性的で

イノベーティブな商品開発を推進している。そのため、日米欧に4カ所の研究開発拠点を置いている。 

 

 名 称 所在地 主な研究内容 

広 

 

 

島 

（本社研究開発関連部門） 

・商品企画ビジネス戦略本部 

・デザイン本部 

・プログラム開発推進本部 

・車両開発本部 

・車両コンポーネント開発本部 

・パワートレイン開発本部 

・技術研究所 など 

マツダ本社（広島） ・商品、技術企画 

・デザイン開発 

・商品開発および育成 

・重要新技術の先行研究 

 
日 

 

 

 

本 

横 

 

浜 

マツダR&Dセンター横浜 

・商品企画ビジネス戦略本部 

・デザイン本部 

・技術研究所 など 

横浜市神奈川区 

 

・先行商品の企画開発 

・先行および量産商品のデザイン 

開発 

・重要新技術の先行研究 

カリフォルニア州 

アーバイン 
米  国 

MNAO※ 

（マツダノースアメリカンオペレー

ションズ） 

 

ミシガン州 

フラットロック 

・北米市場における技術動向などの 

調査、研究 

・北米市場におけるデザインの開発 

・北米市場における商品適合性評価 

欧  州 

MME 

（マツダモーターヨーロッパ） 

 

ドイツ ヘッセン州 

オーバーウァゼル 

・欧州市場における技術動向などの

調査、研究 

・欧州市場におけるデザインの開発 

・欧州市場における商品適合性評価 

※「マツダモーターオブアメリカ,Inc.」は、事業活動上のビジネス名を「マツダノースアメリカンオペレーションズ（MNAO）としている。（1997年10

月統合） 

 

 

 

 

 

 

 

７． 研究開発拠点 
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（2）総合自動車試験場・テスト基地 

 所在地 開 設 土地面積  

三次自動車試験場 広島県

三次市 

1965年6月 1,667千m2 

 

クルマに要求される、走る・曲がる・止まる

の基本性能を高めていくとともに、操縦安

定性・衝突安全性・耐久性など、さまざまな

テストを通じてより快適・より安全なクルマ

づくりに大きく寄与している。 

北海道剣淵試験場 北海道

上川郡

剣淵町 

1990年1月 4,700千m2 寒冷地における積雪路面での4WD・ABS・

ＴＣＳ・DSC※などの安全走行対応や、氷・

雪害などに対する技術開発・商品性能の

テストを行っている。 

北海道中札内試験場 北海道

河西郡

中札内

村 

2002年1月 260千m2 様々な気象環境条件に合わせた車両の性

能を開発するための北海道内2番目の試

験場。主として、凍結路面でのABS・TCS・

DSCなどの安全走行のシステム開発テスト

を行っている。 

※ＴＣＳ（トラクションコントロールシステム）：路面、および走行状況に即応して駆動力を最適化する機構。 

※ＤＳＣ（ダイナミック･スタビリティ･コントロール）：4 輪 ABS（アンチロックブレーキシステム） とトラクションコントロールの機能を統合し、エンジ

ン出力制御と 4 輪個別の制動力を最適に制御することによって、クルマの横滑り防止を図る機構である。滑りやすい路面でのコーナリング

や、危険回避のための急ハンドル操作時などにも、安定した走行姿勢を保つ。 
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8．物流・サービス
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9．社　　員
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10．CS（顧客満足）向上への主な取り組み



 

29



 Z o o m - Z o o m  
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11．マツダブランド強化への取り組み
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12．製　　品
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（1）地球環境問題に関する理念策定 

＜マツダの環境理念＞（1992年制定） 

「私たちはクルマづくりにおいて自然との調和を図りながら、地球環境の保護と豊かな社会 

づくりに挑戦し続けます」 

1. 私たちは地球にやさしい技術と商品を創造し、社会に提供します。 

2. 私たちは資源やエネルギーを大切にし、環境を配慮した事業活動を行います。 

3. 私たちは社会や地域とともに、よりよい環境をめざした活動をします。 

（推進体制の整備） 

1992年4月 「マツダ地球環境憲章」を制定 

1993年3月 「環境に関する行動推進計画(マツダ環境ボランタリープラン)」を策定 

1993年3月  社長を議長とした「マツダ地球環境会議」を設置 

 

(2)目標    2005年度を目標に2010年燃費基準を乗用車の全重量ランクで達成する。 

         2005年末を目標に超-低排出ガス車を乗用車の90％で達成する。 

         2002年以降の新型車のリサイクル可能率を90％以上にする。 

自動車のリサイクル実行率を2015年までに95％にする。 

生産領域でのCO2排出量を1990年度比で2005年末までに5％削減、 

2010年度末までに10％削減する。 

 

マツダと環境のかかわり 

排出物の量 使用する、電力や水、原材

料等の量 

 

 直接埋め立て廃棄物 

2.03×103ｔ/年 原油換算エネルギー 

3.07×105 キロＬ/年 排水 8.39×106 ｍ3/年 

水    41,150 ｍ3/日 

原材料 鉄、アルミ等 

排出ガス 

  1.36×106 Ｎｍ3/時間 

紙 4.14×107  Ａ４枚/年 ＣＯ2 (生産工程) 

3.71×105 ｔ/年 

  

      市場 

マ ツ ダ 

  事業所 

  研究開発 

  購買 

  生産工場 

  社内発電施設 

   

 物流           

 

リサイクル       

製品 ・自動車 

・ 自動車用部品 

 

       ↓車の使用 

※数値は2003年の実績 

 

 

物流 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物流 

排出ガス、騒音など 

 

１３．地球環境問題への取り組み 



 

（3）CO2の排出低減 

1987年11月、本社工場の発電所に業界初の大型コジェネレーションシステムを導入。 

1993年7月、防府工場に世界初の新コジェネレーションシステムを導入。 

2000年12月、本社工場の熱源ガスを、CO2の排出の少ないLNG（液化天然ガス）に燃料転換。 

工場の

CO2 

2002年11月、防府工場の熱源ガスを、CO2の排出の少ないLNG（液化天然ガス）に燃料転換。 

燃焼効率を高めるS-VT（シーケンシャルバルブタイミング）エンジン。 

高効率のオールアルミブロック製エンジン「MZR1.3L/1.5L」「MZR2.0L/2.3L」を開発。 

コモンレール式直噴ディーゼルエンジン搭載車を欧州や日本に導入。 

自動車

から排

出され

るCO2 ロータリーエンジンを改良し、燃費を向上。 

 

（車両軽量化のための技術開発） 

・部品群単位での軽量化。（新世代モジュール基材用の高強度プラスチック技術など） 

アテンザ、デミオ、アクセラに採用。 

・アルミ製ドア、ボンネットをRX-8に採用。 

 

（4）排出ガスのクリーン化 

①排出ガスの浄化 

・2004年5月発売のベリーサは、「SU-LEV」(平成17年基準排出ガス75％低減レベル)認定を取得。全車グリ

ーン税制（低公害車優遇税制）に適合。 

・2004年4月導入のデミオ、アクセラ（1.5L）は、「SU-LEV」(平成17年基準排出ガス75％低減レベル)認定を取

得。グリーン税制（低公害車優遇税制）に適合。 

・コモンレール式ディーゼルエンジンを2004年6月に発売した新型タイタンに搭載。平成15年排出ガス規制

（新短期規制）に適合。 

 

②クリーンエネルギー車の開発 

水素自動車 

2003年、ガソリンと水素の2つの燃料を切り替えて走る、マツダRX-8ハイドロジェンREを開発。 

燃料電池自動車(FC－EV) 

2001年、「プレマシーFC-EV」を開発。ナンバーを取得し、燃料電池自動車としては国内で初めて公道走行試

験を実施。 

電気自動車 

1966年から研究開発に着手し、これまでボンゴEVなど約100台を市販。 

天然ガス自動車（NGV） 

1992年、カペラカーゴをベースにした圧縮天然ガス自動車（CNGV）を開発。 

1994年2月、タイタンをベースに市販。2000年6月、デミオをベースに市販。 

2000年11月、タイタンをベースに市販。2001年4月、タイタンダッシュをベースに市販。 



 

（5）リサイクルの推進 

①損傷バンパーの市場からの回収・リサイクル活動 

1992年1月から国内の一部地域の販売店を対象に、修理のために交換し店に残された傷のあるバンパーの

回収活動を開始。さらに1999年末に全国展開した。回収した損傷バンパーは、アンダーカバー等の材料とし

て再利用している。2001年2月からはバンパーを再生材にする際の塗膜除去率を高め、バンパー補強用部品

の材料に使用している。また2002年7月より新品バンパーへも再利用を開始した。 

 

②リサイクル率の向上 

リサイクルに適した素材や車両構造の研究によって、2002年以降の新型車からリサイクル可能率を90％以

上に高めた。 

 

（6）鉛の使用量の削減（環境負荷物質の使用の削減） 

自動車に使われる鉛の総使用量（バッテリーを除く）を、2000年末以降の新型車から1996年時点の約半分

にした。 

 

（7）工場からの直接埋立て廃棄物の削減 

直接埋立て廃棄物の削減を加速し、2002年度末までに廃棄物の直接埋立て処分量をゼロレベルにした。 

 

（8）環境と人にやさしい新しい生産技術の導入 

・2002年7月 「セミドライ加工」を実用化し、「MZR1.3L/1.5L」の機械加工ラインに採用。 

・2002年7月 「3ウェットオン上塗り塗装技術」を実用化し、防府第Ⅰ工場に導入。 

・2003年2月 摩擦熱を利用した「アルミ材接合技術」を世界で初めて開発し、自動車用アルミボディ組立

工程に採用。 

 

 



36

14．自動車の安全への取り組み
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15．社会貢献活動
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Ⅱ　業績

1．業績推移
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2．国内生産
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3．国内販売
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4．輸　　出
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5．海外生産



Ⅲ企業活動沿革

1.社歴
1920年 1月 ・東洋コルク工業株式会社として創立 1975年 1月 ・タイで現地組立を開始

21年 3月 ・松田重次郎社長就任 4月 ・CIシステム導入

27年 9月 ・東洋工業株式会社に改称 10月 ・「コスモ」発売

29年 4月 ・工作機械の製作開始 77年 12月 ・松田耕平会長、山崎芳樹社長就任

31年 10月 ・3輪トラックの生産開始 78年 1月 ・ロータリーエンジン車生産累計100万台

32年 － ・大連、奉天、青島へ3輪トラック初輸出 達成

35年 10月 ・さく岩機の生産開始 79年 1月 ・社章変更

45年 8月 （広島に原子爆弾投下） 2月 ・対米輸出累計100万台達成

（第二次世界大戦終戦） 6月 ・自動車生産累計1,000万台達成

・建物の一部を広島県に貸与、県庁の全機 11月 ・フォードと資本提携

構が当社に移される 80年 1月 ・岩澤正二会長就任

（～'46年7月） 81年 4月 （対米乗用車輸出規制始まる）

49年 8月 ・3輪トラック輸出再開（インド） ・輸出累計500万台達成

51年 12月 ・松田重次郎会長　松田恒次社長就任 ・北米マツダ（MANA）を設立

58年 4月 ・小型4輪トラック「ロンパー」発売 12月 ・防府中関変速機工場稼働開始

60年 5月 ・軽乗用車「R360」発売 ・「オートラマ」を設立（'82年10月より商品

61年 2月 ・独NSU社、バンケル社とロータリーエンジ 供給開始）

ンに関し技術提携 82年 9月 ・防府西浦工場本格操業開始

8月 ・「プロシード」発売 83年 4月 ・コロンビアで現地生産開始

62年 1月 ・韓国で現地組立開始 84年 5月 ・マツダ株式会社へ社名変更

2月 ・軽乗用車「キャロル」発売 10月 ・マツダ財団設立

63年 3月 ・自動車生産累計100万台達成 11月 ・渡辺守之会長、山本健一社長就任

6月 ・南アフリカで現地組立開始 85年 1月 ・米国生産会社（MMUC）を設立

10月 ・「ファミリアバン」発売 8月 ・乗用車生産累計1,000万台を達成

64年 1月 ・「タイタン」発売 86年 2月 ・「フェスティバ」発売

4月 ・「ファミリア800ワゴン」発売 4月 ・ロータリーエンジン車生産累計150万台

65年 1月 ・英国パーキンスサービス社とディーゼル 達成

エンジンに関し技術提携 11月 ・ファミリア生産累計500万台達成

5月 ・三次自動車試験場完成 12月 ・マツダR&Dセンター、アンナーバー（米国）

66年 5月 ・「ボンゴ」発売 完成

8月 ・「ルーチェ」発売 87年 3月 ・車速感応型4WSの開発に成功

11月 ・宇品乗用車専用工場完成 4月 ・生産累計2,000万台を達成

67年 3月 ・欧州向け本格輸出開始 6月 ・技術研究所横浜研究所開設

4月 ・オーストラリアに販売会社を設立 9月 ・米国生産会社（MMUC）で量産第1号車ラ

5月 ・初のロータリーエンジン搭載車、「コスモ インオフ

スポーツ」発売 12月 ・スズキ㈱（鈴木自動車工業）との軽自動

68年 7月 ・カナダに販売会社を設立 車生産協力を発表

9月 ・マレーシアで乗用車現地組立開始 ・山本健一会長、古田徳昌社長就任

69年 4月 ・ロータリーエンジン車本格輸出開始 88年 5月 ・MI（マツダ・イノベーション）計画スタート

10月 ・フォード、日産、マツダの3社でJATCO ・マツダR&Dセンター、アーバイン（米国）

（日本自動変速機）の設立合意 完成

70年 3月 ・「ファミリア」シリーズ生産累計100万台 6月 ・米国から「フォードプローブ」輸入開始

達成 10月 ・ヨーロッパに販売会社（MME）設立

4月 ・対米輸出開始 89年 2月 ・産業機械本部を別会社化

5月 ・「カペラ」発売 4月 ・「ユーノス」「オートザム」設立

11月 ・松田耕平社長就任 6月 ・東京支社を東京本社に呼称変更

71年 2月 ・マツダモーターオブアメリカ（MMA）設立 ・スズキ㈱からのOEM供給車「スクラム」

・インドネシアで現地組立を開始 発売

9月 ・「サバンナ」発売 7月 ・「シトロエン車」輸入開始

12月 ・フォードへ「クーリエ」（プロシード）供給 9月 ・「ユーノスロードスター」発売

開始 90年 1月 ・「MPV」発売

72年 10月 ・マツダトレーニングセンター鯛尾完成 4月 ・「ユーノスコスモ」発売

12月 ・自動車生産累計500万台達成 5月 ・マツダ欧州R&D事務所（MRE）完成

73年 3月 ・西ドイツに販売会社を設立 9月 ・「レビュー」発売

10月 ・輸出累計100万台達成 12月 ・タイにトランスミッション製造会社を設立

74年 1月 ・フィリピンで現地組立を開始 ・生産累計2,500万台達成

5月 ・三次ディーゼルエンジン工場完成 91年 5月 ・「センティア」発売

1.社歴
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1991年 6月 ・第59回ル・マン24時間レースでマツダ 1996年 6月 ・開発からアフターサービスまでカバーする

787Bが日本車として史上初の総合優勝 ISO9001を国内自動車メーカーで初めて

10月 ・商用車累計1,000万台達成 取得

・「クロノス」発売 ・和田淑弘会長、ヘンリーD. G. ウォレス社

・水素RE自動車「HR-X」を東京モーター 長就任

ショーで発表 8月 ・自由型ワゴン「デミオ」を発売

11月 ・マツダオートチャネルを「アンフィニ」に変更 10月 ・「デミオ」がRJCニュー・カー・オブ・ザ・イ

12月 ・「アンフィニRX-7」発売 ヤーを受賞

・古田徳昌副会長、和田淑弘社長就任 11月 ・「デミオ」が日本カー・オブ・ザ・イヤー特

92年 2月 ・「ユーノス500」発売 別賞を受賞

・防府第2工場本格操業を開始 12月 ・マツダデジタルイノベーション（MDI）に着手

4月 ・「マツダ地球環境憲章」を制定 97年 2月 ・北米事業強化に着手

6月 ・米国生産会社（MMUC）をオートアライア 4月 ・「新人事システム」を導入

ンス・インターナショナル，Inc.(AAI)に社名 ・特許技術の公開で特許庁長官表彰を受賞

変更し、フォードと共同経営化 6月 ・「新ブランドシンボル」を制定

7月 ・オートラマへの出資比率をフォード社と当 7月 ・「ユーノス800」の車名を「ミレーニア」に変

社で均等化 更

11月 ・天然ガスエンジン搭載乗用車を開発 8月 ・新型「カペラ」を発売

12月 ・古田徳昌会長就任 10月 ・北米事業を統合（MNAOスタート）

93年 1月 ・「ユーノスロードスター」ベースの高性能電 11月 ・ウォレス社長退任、ミラー社長就任

気自動車を開発 ・新型「カペラワゴン」を発売

3月 ・環境に関する行動推進計画を策定 12月 ・倫理委員会を設置

4月 ・ミラーサイクルエンジンの開発に成功 ・燃料電池電気自動車「デミオFCEV」を開発

5月 ・防府工場、生産累計300万台達成 98年 1月 ・新型「ロードスター」を発売

・米国AAIでの生産累計100万台達成 ・社章を変更

6月 ・フォード製「Bシリーズ・トラック」を北米で 3月 ・欧州事業を統合、強化

発売 ・MDIフェーズⅡ開始

10月 ・「ユーノス800」を発売 4月 ・ベンツ、フォード、バラード社とのFCEV事

12月 ・フォードとの新しい戦略的協力関係構築を 業に参加

発表 ・プロダクトフィロソフィーを制定

94年 2月 ・タイタン天然ガストラックを開発 ・防府工場が生産累計400万台を達成

6月 ・新型「ファミリア」発売 5月 ・「女性相談室」を設置

9月 ・スズキ㈱からのOEM供給車「AZ-ワゴン」 ・「ボンゴEV」を発売

を発売 ・タイAAT社で生産開始

・日産からのOEM供給車「ファミリアバン、 6月 ・新型「ファミリア」を発表

ワゴン」を発売 8月 ・マツダモーターロジスティクスヨーロッパ

11月 ・国内自動車メーカーで初めて「ISO9002」 Ｎ.Ｖ.（MLE）を設立

規格の認証を取得 9月 ・防府工場・西浦工場がISO14001を取得

12月 ・フォード向けトランスミッションの供給 10月 ・新規格軽自動車「キャロル」「AZ-ワゴン」

1,000万台を達成 「AZ-オフロード」を発表

95年 4月 ・生産累計3,000万台達成 12月 ・タイAAT社で輸出開始

6月 ・新型ワゴン「ボンゴフレンディ」を発売 99年 1月 ・新型「スクラム」を発表

10月 ・先進安全研究車「マツダASV」完成 3月 ・新型「ラピュタ」を発売

11月 ・新型「センティア」を発売 4月 ・アルデヒド除去剤｢ライフ・ブレス｣を開発

・新型「キャロル」を発売 ・新ブランドメッセージ「心を動かす新発想」

・フォードと合弁でタイに「オートアライアン を発表

ス(タイランド)社(AAT)」を設立 ・「プレマシー」を発売

96年 1月 ・タイAAT社竣工式 6月 ・AAIが生産累計200万台を達成

3月 ・フォード製「マツダ121」を欧州で販売開始 ・新型「ボンゴ」を発売

4月 ・「アンフィニ」店を「マツダアンフィニ」店に ・三菱自工と小型商用車のOEM供給で合意

呼称変更 ・新型「MPV」を発売

・「ユーノス」店を「マツダアンフィニ」店また 8月 ・女性社員の活用と処遇の改善策を発表

は「マツダ店」に統合 9月 ・防府工場が環境ISO認証の取得を完了

・フォード社との戦略的協力関係を強化 10月 ・先進安全研究車、「マツダASV-2」を開発

・乗用車生産累計2,000万台を達成 11月 ・新型エンジンシリーズのフォードとの共同

5月 ・フォード社の持ち株比率を25％から33.4％ 開発、分業生産を発表

に引き上げ
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1999年 12月 ・ミラー社長退任、フィールズ社長就任 2002年 1月 ・北海道　中札内試験場を竣工

00年 1月 ・ブランドシンボルを社旗に採用 ・事業所内保育施設を設置

・子会社、関係会社の間接業務統合を発表 ・防府工場が累計生産台数500万台を達成

・MPVが生産累計50万台を達成 ・タイAAT社がピックアップトラック累計生産

4月 ・ペットボトルリサイクル繊維を作業服に採 台数20万台を達成

用 ・MZRエンジンの日本での生産を開始

・燃料電池電気自動車の実車走行試験・共 2月 ・「スピアーノ」を発売

同プロジェクトに参加 ・携帯電話向けにドライブルート作成サービ

5月 ・新型「タイタン」を発売 スの提供を開始

6月 ・「マツダテレマティックスセンター」を開設 4月 ・新ブランドメッセージ「Zoom-Zoom」を展開

・「デミオCNG車」を発売 ・人材育成プログラム「Leading Mazda 21」を

・全国内生産拠点でISO14001認証を取得 開発

7月 ・「マツダロードスター」、ギネスに認定 ・「マツダMPV」ビッグチェンジ

・「ロードスター」「ミレーニア」ビッグチェンジ ・中・東欧の販売を強化

・メディアウェブサイトを開設 5月 ・コーポレートガバナンスを強化

8月 ・タイAAT社が生産累計10万台を達成 ・「アテンザ」を発売

9月 ・MDIフェーズⅢを開始 ・「スクラムトラック」を大幅改良

10月 ・「ファミリア」ビッグチェンジ 6月 ・「マツダアテンザスポーツワゴン」4WD発売

・「タイタンダッシュ」を新発売 ・フィールズ社長退任、ブース社長兼CEO

・「トリビュート」を発表 就任

11月 ・「新型タイタンCNG車」を発売 7月 ・「ロータリーエンジン発明者ヴァンケル博士

・中期経営計画「ミレニアムプラン」を発表 生誕100周年記念展」に協力

01年 1月 ・超低床車椅子送迎車「プレマシーi」を発売 ・次世代エンジン「MZR1.3/1.5」を新開発

・回収バンパー再生材の用途を拡大 ・新型エンジンの機械加工ラインで環境へ

・ロードスターが「オートカラーアウォード の負荷を軽減

2001」グランプリを受賞 ・中国ビジネスを強化

2月 ・日本初、インターネットを使った受注生産 ・世界初の環境にやさしい新塗装技術を開発

（BTO）を開始 8月 ・カーエアコンのフロン回収・破壊法に基づく

・横浜（MRY）でロードショー「Mazda Mirai」 マツダ車の料金を公表

を開催 ・「Mazda6」（アテンザ）の中国生産を決定

・フランスに100％出資の卸売販売会社を ・「マツダデミオ」を発売

設立 ・マツダレンタリースのリースカー事業を住

・燃料電池自動車「プレマシーFC-EV」を 銀オートリースに売却

開発、国内初の公道走行試験を開始 9月 ・マツダアステックをサンドビックグループに

・フランクフルト（MRE）でロードショーを 営業譲渡

開催 ・転換社債型新株予約権付社債の発行

3月 ・欧州生産拠点をフォードのバレンシア工場 ・機能統合モジュール技術を北米に初展開

（スペイン）に決定 ・直接埋立て廃棄物をゼロレベルにするこ

・ニューヨークでロードショーを開催 とを発表

・早期退職優遇特別プランを実施 ・燃費向上と排出ガス低減の目標を設定

4月 ・広島本社で「Mazda Mirai」を開催 10月 ・ブロードバンドネットワークを全国販社に

・「タイタンダッシュCNG車」を発売 構築

5月 ・NTT西日本と情報通信のアウトソーシング ・「タイタンダッシュ」「ボンゴバン」他を東京

で基本合意 モーターショーに出品

・スズキと軽四輪車OEM契約を継続 ・米国AAI社でMazda6スポーツセダンを生

6月 ・マツダ防府工場、変速機の生産累計2,000万 産開始

基を達成 ・国内生産体制を再編成

・「マツダ車ありがとうキャンペーン」を開始 ・「マツダRX-8」が映画「X-MEN2」に登場

7月 ・山口きらら博に出展 ・「マツダスピアーノ」にターボモデルを追加

・イギリスの販売体制を強化 ・「Mazda6」がニュージーランドのカー・オ

9月 ・ロードスターの入門レースを後援 ブ・ザ・イヤーを受賞

・「マツダ・フレックスベネフィット」を導入 ・国内販売網を強化

・スイスの販売を強化 11月 ・「マツダアテンザ」が2003RJCカーオブザ

・宇品第2工場を閉鎖 イヤーを受賞

・「ボンゴフレンディ」をビッグチェンジ 12月 ・先進安全自動車の公道走行試験開始

・労使共同宣言調印 ・経営諮問委員会を設置

12月 ・新世代モジュール基材用の高強度プラ ・「マツダアテンザ」が世界各国で23の賞を

スチック技術を開発 獲得
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2003年 1月 ・「Mazda鷲羽（わしゅう）」を北米国際自動 2003年 12月 ・「マツダボンゴ」DPF採用ディーゼルエンジ

車ショーに出品 ン車発売

・東京オートサロン2003に出品 ・「マツダトリビュート」に2.3リットルMZRエ

・欧州で「Mazda2（デミオ）」の生産を開始 ンジンを新採用

・中国　一汽乗用車でMazda6の生産を開始 ・「東京オートサロン2004」に出品

・新世代ロータリーエンジン「RENESIS」の ・「Mazda6」が中国の2004年カー・オブ・ザ・

生産を開始 イヤーを受賞

2月 ・2003ジュネーブモーターショーに「Mazda ・環境対応スリー・ウェット・オン塗装技術で

MXスポルティフ」を出品 第1回新機械新興賞を受賞

・「Mazda RX-8」の生産を開始 04年 1月 ・マツダ、北米国際自動車ショーに「Mazda

・摩擦熱を利用したアルミ材接合技術を世界 MX-Micro Sport」を出品

で初めて開発 ・NR-Aレース用のRX-8「NR-A指定部品」を

3月 ・マツダデミオ「超-低排出ガス」達成 発売

4月 ・優れた歩行者保護性能を持つ衝撃吸収構 ・「マツダRX-8」がオーストラリア自動車専門

造アルミボンネットを開発 誌「Wheels」でカー・オブ・ザ・イヤーを受賞

・「マツダデミオ」、インターネット受注生産 2月 ・第74回ジュネーブモーターショーに「MX-フ

（BTO）開始 レクサ」を出品

・「Mazda RX-8」を発表 ・トヨタ㈱と自動車向け情報サービス分野で

・高強度プラスチックによる機能統合型モ 協力

ジュール開発で日本機械学会賞（技術）を ・販売系列全店で軽自動車の扱いを開始、

受賞 登録車も併売を拡大

・高強度プラスチックによる機能統合型モ ・「Mazda3（日本名：マツダアクセラ）」がカナ

ジュール開発で(社)自動車技術会「技術 ダ・カー・オブ・ザ・イヤーを受賞

開発賞」を受賞 3月 ・米国AAI社にて「Mazda6」のスポーツワゴン

5月 ・ディーゼルエンジンの排出ガス低減技術 および5ドアモデルの生産を開始

を開発 ・「マツダロードスター」が生産累計70万台

・「マツダアテンザ」が世界各国で50の賞を 達成

獲得 ・開発力強化のため新ステージのデジタル

6月 ・「RENESIS」がインターナショナル・エンジ 革新「MDI-Ⅱ」計画に投資

ン・オブ・ザ・イヤー2003を受賞 4月 ・「RENESIS」が日本機械学会賞（技術）を受

7月 ・いすゞ㈱と小型トラックのOEM供給で合意 賞

8月 ・第60回フランクフルトモーターショーに ・本社第1工場生産終了、国内生産体制再

「Mazda Kusabi」を出展 編

・マツダ車の保証プログラム「パックde753 ・「マツダデミオ」排出ガス低減、燃費改善

（シチゴサン）」を新たに発売 で新グリーン税制に対応

・ブース社長退任、井巻久一社長兼CEO ・「マツダRX-8」が自動車アセスメントのブ

就任 レーキ性能試験で過去最高の好評価を

9月 ・さまざまなサービス機能を付加した社員証 獲得

を新たに導入 ・グループ間の通信インフラを整備、充実

・バンパーリサイクルのための新しい塗膜除 5月 ・宇品第2工場の操業を開始

去技術を開発 ・「RENESIS」が「インターナショナル・エン

・オーストリアのディストリビューターの全株 ジン・オブ・ザ・イヤー2.5～3.0リットル」

式を取得 部門賞を2年連続で受賞

・RX-8の入門レースを後援 6月 ・04北京国際自動車ショーで“Zoom-Zoom”

10月 ・「マツダAZ-ワゴン」をフルモデルチェンジ を訴求

・マツダとフォード、タイAAT社に5億ドルを ・「マツダタイタン」を一新して発売、全ディ

投資 ーゼル車が新短期排出ガス規制をクリア

・「マツダ息吹（いぶき）」、「RENESIS水素ロ ・フォード会長兼CEOが資本提携25周年を

ータリーエンジン」を東京モーターショーに 祝いマツダを訪問

出品 ・「マツダベリーサ」を発表

・「マツダアクセラ」を発表 7月 ・自動車のリサイクル料金を公表

・「アクセラ」と「ロードスター」のウェブチュー ・長安フォード、南京への投資に調印、マツ

ンファクトリー受注を開始 ダ㈱、フォードモーターカンパニー、長安

11月 ・「Mazda RX-8」が2004RJCカーオブザイヤ 汽車の3社協力を開始

ーを受賞、「RENESIS」がRJCテクノロジー

オブザイヤーを受賞

・「マツダデミオ」電動4WD車を追加
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フォードとの関係
①推移
1969年 10月 フォード、日産、当社の3社でJATCO（日本自動変速機）の設立合意

71年 12月 車両供給開始「クーリエ」

79年 11月 資本提携、フォードの持株比率25％
80年 3月 変速機（乗用車4速MTX）供給開始

81年 4月 フォード、JATCO株を当社及び日産自動車へ譲渡

82年 10月 オートラマチャネル営業開始（フォードブランド車販売）

87年 6月 フォード、松下電器、当社の3社で日本クライメイトシステムズ（自動車用エアコン製造）を設立

88年 1月 マツダ・モーター・マニュファクチャリング(USA)コーポレーション(MMUC)でフォードプローブ生産開始

90年 9月 ナバホを購入し、北米での販売を開始

9月 フォード、三洋電機、当社の3社でFMS Audio Sdn. Bhd. （カーオーディオ製品の製造会社）を

マレーシアに設立（2000年3月三洋電機に株式を譲渡）

92年 6月 MMUCをオートアライランス・インターナショナル, Inc.(AAI) と社名変更し、フォードと共同経営化

7月 フォードと当社のオートラマへの出資比率を均等化

93年 6月 フォードより小型トラックを購入し、「マツダBシリーズ」として北米で販売を開始

12月 長期的観点から、両社間の協力拡大強化を狙った戦略的協力関係の構築に合意

94年 11月 欧州向け小型乗用車の調達についてフォードと合意

12月 変速機供給台数が累計で1千万台を達成

95年 8月 フォードとタイで小型ピックアップトラックの共同生産を決定

11月 フォードと合弁で、タイに「オートアライアンス(タイランド)社」を設立

96年 3月 フォードより小型乗用車を購入し、「マツダ121」として欧州での販売を開始

5月 フォードとの戦略的協力関係強化、フォードの持株比率を25％から33.4％に引き上げ

6月 ヘンリーD.G. ウォレス社長就任

97年 1月 オートラマをフォードセールスジャパンに社名変更

3月 フォードと商品サイクルプランの同期化/プラットフォームの共通化に基本合意

11月 ジェームズE. ミラー社長就任

98年 5月 オートアライアンス(タイランド)社で小型ピックアップトラックを生産開始

10月 台湾での乗用車の輸入卸売を台湾フォードに委託

99年 2月 ニュージーランドで車両と部品の物流領域で事業の共同化を開始

3月 当社の保有するフォードセールスジャパンの株式をフォードオブジャパンに売却

7月 コロンビア、ベネズエラで車両の相互OEM供給を開始

8月 当社の保有するマツダクレジットの株式をフォードクレジット日本に売却

11月 フォードと新型エンジンシリーズを共同開発し、分業生産することを発表

12月 マークフィールズ社長就任

00年 6月 アルゼンチンにフォードアルゼンチンの協力により新ディストリビューター設置

8月 フォードとの共同開発車「トリビュート」をアメリカで発売

11月 フォードとの共同開発車「トリビュート」を国内で発売

02年 1月 フォードグループのセンターオブエクセレンスとして開発した「MZRエンジン」の日本での生産を開始

6月 ルイスブース社長就任

03年 1月 フォードのバレンシア工場（スペイン）で「Mazda2」の生産を開始

②共同事業
国 設立 出資比率 事業内容

1992年6月設立

(前身はMMUC1985年1月設立)
1995年11月設立 マツダ45％、フォード50％、 自動車の製造・販売

（1998年5月生産開始） マツダセールスタイランド5％ 自動車用エンジンの組立・販売

マツダ33.3％、

（株）日本クライメイト 日本 1987年6月設立 ビステオンインターナショナル エアコン・ヒーターの製造

システムズ ホールディングスインク33.3％、

松下電器33.3％

オートアライアンス

（タイランド）Co.,Ltd..

共同事業名
オートアライアンス・

インターナショナル,Inc.
米国

タイ

自動車の製造・販売マツダ50％、フォード50％

２．海外活動
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（1）主な子会社（国内）
マツダの出資比率が50％超の会社（50音順） （2004年3月31日現在）

設立年月 事　業　内　容
堀尾純司

(代表取締役社長)

熊谷康明

(代表取締役社長)

山本健一

(代表取締役社長)

槇野輝夫

(代表取締役社長)

武鑓正勝

(代表取締役社長)

荷堂啓

(代表取締役社長)

池野世二

（代表取締役社長）

2002年9月 小川史三

(1965年11月) （代表取締役社長）

真田信昭

（代表取締役社長）

(注) 販売会社、部品販売会社を除く。

(注) 設立の（　　）内は各社の前身たる工場等の設立年月。

※1　2004年9月7日付けで所有全株式を売却。

※2　2004年10月1日付けでマロックス(株)とマツダ物流(株)が合併。

（2）主な関連会社（国内）
マツダの出資比率が20％以上50％以下の会社（50音順） （2004年3月31日現在）

設立年月 事　業　内　容
脇屋利男
（代表取締役社長）

(注) 販売会社、部品販売会社を除く。

(注) 設立の（　　）内は各社の前身たる工場等の設立年月。

（株）マツダレンタカー※1

マロックス（株）※2

広島県安芸郡府中町

マツダエース（株）

（株）マツダE&T

マツダ中販（株）

岡山県倉敷市

広島市南区

広島県東広島市

広島市南区

広島県安芸郡府中町

（株）マツダオートザム

倉敷化工（株）

トーヨーエイテック（株）

マイクロテクノ（株）

会　社　名 所　在　地 代　表　者

広島県安芸郡府中町 1964年4月

(株)マツダプロセシング
中国

会　社　名 所　在　地
（株）日本クライメイトシス
テムズ

広島県安芸郡海田町

広島市安芸区

ヨシワ工業（株）

広島県東広島市

広島市西区(株)サンフレッチェ広島

マツダ車および部品・用品の販売

防振ゴム・ホース類・窓枠ゴムの製
造・販売

工作機械・自動車部品等の設計・製
造・販売

自動車部品（ＡＴバルブ､アペックス
シール等）の製造

警備・運輸・印刷・保険・不動産・社内
売店・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ・ﾘﾋﾞﾙﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ他

特装車両・用品の製造・販売、自動
車の設計、実験の開発・受託

中古自動車の卸売・小売修理業

プロサッカー球団運営

納車点検・架装

レンタカー

自動車の海上輸送・港湾・陸運・倉
庫・梱包等

自動車部品（エアコン・ヒーター）製造

自動車用鋳物部品（フライホイール・
ディスクプレート等）製造、農機具部
品の製造

1979年4月

1978年5月

1922年5月

1989年4月

1964年3月

1950年7月

1981年4月

森木千津美

1992年4月

1991年4月

広島市南区

広島市南区

代　表　者

1987年6月

吉野克巳
（代表取締役社
長）

1963年10月
（1937年4月）

久保允誉

３． 主要子会社・関連会社海外活動
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（3）主な海外子会社
マツダの出資比率が50％超の会社（地域別） （2005年1月1日現在）

略称 設立年月

1981年7月

（1962年4月）

(注) 設立の（ ）内は前身となる会社の設立年月。
※1　事業活動上のビジネス名を「マツダノースアメリカンオペレーションズ」（MNAO）としている。（1997年10月統合）

（4）主な海外関連会社
マツダの出資比率が20％以上50％以下の会社 （2004年3月31日現在）

略称 設立年月

(注) 設立の（ ）内は前身となる会社の設立年月。

1998年8月
(1968年8月)

所　在　地 代　表　者 事　業　内　容

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売

自動車の組立・販売

自動車・部品の卸売販
売

マツダモーターイタリア
S.p.A.

オートアライアンス・イ
ンターナショナル，Inc.

オートアライアンス（タ
イランド）Co., Ltd.

会　社　名

マツダオーストリア
G.m.b.H

マツダオーストラリア
Pty, Ltd.

マツダモータース　オ
ブ　ニュージーランド
Ltd.

コンパニア　コロンビア
ナ　アウトモトリスS.A.

マツダセールス(タイラ
ンド) Co., Ltd.

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売､R&D､部品･用品の開
発

経営企画、販売、広報、
マーケティング、顧客
サービス

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品用品の販
売
物流

自動車・部品の卸売販
売

自動車・部品の卸売販
売

オーストラリア　ビクトリ
ア州サウスバンク

ドイツ　ノルトラインウエ
ストファーレン州レバー
クーゼン

ドイツ　ノルトラインウエ
ストファーレン州レバー
クーゼン

ニュージーランド　オーク
ランド州マヌカウ

コロンビア
ボゴタ

マツダモトール　デ　ポ
ルトガルLda.

マツダモータース　UK
Ltd.

マツダスイス　S.A.

マツダオートモービル
ズエスパーニャS.A.

マツダオトモビルフラン
スS.A.S

マツダモーターロジス
ティックスヨーロッパ
N.V.

ベルギー　アントワープ
ウィルブローク

カナダ　オンタリオ州リッ
チモンドヒル

マツダモーターオブア
メリカ, Inc. ※1

マツダカナダInc.

マツダモータース(ドイ
ツランド)G.m.b.H.

マツダモーターヨーロッ
パG.m.b.Ｈ.

MMA

MCI

MME

会　社　名 所　在　地 代　表　者 事　業　内　容

MMD

MLE

MUK

MAF

MS

MAE

MMP

MMI

MAG

MST

CCA

MA

MMNZ

1971年2月

1968年7月

1998年3月

1972年11月

2001年5月

2001年2月

2001年11月

2000年2月

1995年2月

1999年12月

1990年6月

1973年10月

1967年4月

1972年6月

米国カリフォルニア州
アーバイン

イギリス　ケント州
ダートフォード

フランス
パリ

スイス
プチランシー

スペイン
マドリッド

ポルトガル
リスボン

イタリア
ローマ

オーストリア
クラーゲンフルト市

タイ
バンコク

ジェームズ・J・オサリバン
(President and CEO)

マイク・ベンチモール
（President）

ダニエル・T・モリス
(President)

マイケル・Ａ・バーグマン
(President and CEO)

ダニエル・T・モリス
(President)

フィル・ワーリング
（Managing Director）

ｼﾞｬﾝ・ﾘｭｯｸ・ｼﾞｪﾗｰﾙ
（Managing Director）

ジェローム・デ・ハーン
（Managing Director)

ホセ・マリア・テロール
（General Manager）

ヌーノ・Ｐ・ゲレイロ
（General Manager)

カルロ・シモンジーニ
（President）

ジョゼフ・A・シュミッド
（Managing Director）

利根　史夫
（Managing Director）

ホセ・フェルナンド・イササ
（Executive President）

ダグ・ディクソン
（Managing Director）

ピーター・J・エイケン
（Managing Director）

AAI

AAT

米国ミシガン州フラット
ロック

タイ
ラヨーン

自動車の製造・販売
1992年6月

(1985年1月)

1995年11月

フィリップ・G・スペンダー
(President)

中峯　勇二
(President)

自動車の製造・販売、自
動車用エンジンの組立・
販売
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